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課題
■教育と臨床実習指導者の質の担保
・「質」とは何か
・ガイドラインの変更、臨床実習指導者講習会開催にいたる背景と経緯、
修得すべき事項の理解
・講義と演習の定期的更新
・開催指針を満たす成果物（報告書）

■臨床実習指導者講習会の開催⽅法
・対⾯での講義と演習
・講義と連続した演習
・受講⽣、主催者の利便性
・都道府県ごとのアクセス事情

■主催者、共催者
・中央講習会の要否
・共催者（都道府県開催の主たる担当）



■現⾏の臨床実習教育の改善の必要性について、以下質問する。
理学療法⼠・作業療法⼠学校養成施設カリキュラム等改善検討会（以下、
検討会）における実態把握
・学校養成施設、現役の学⽣、新⼈の理学療法⼠・作業療法⼠アンケート
臨床実習中に「毎⽇⾃宅に持ち帰り課題を⾏っていた」 70％
「⾃宅で課題に費やす1⽇あたりの時間数が3時間以上」 60％以上
「講義⽇より3〜4時間程度睡眠時間が少なかった」 45％以上
「講義⽇より5時間以上睡眠時間が少なかった」 17％以上
「実習指導者からのハラスメントと思われる⾔動等を受けた」20％以上
「⼼⾝に不調をきたしたことがある」 約50％
「病院を受診したことがある」 15％以上

■検討会
・臨床実習においては様々な問題がある
・学⽣にとって⼤きな負担となっている

⇒臨床実習指導者教育の徹底と実習時間数の明確化を図る報告書
・主たる実習施設以外の臨床実習指導者全員に
臨床実習指導者講習会等の修了を義務付ける
・臨床実習1単位の時間数については、実習時間外に⾏う
学修等を含めて45時間以内とする



■時間数
指定規則が準拠する⼤学設置基準

1単位の時間数は45時間（予習復習時間を含む）を標準とする
ガイドライン（臨床実習の1単位（1週間）の時間数について）

1単位を45時間の実習をもって構成すること

⇒ ⽇誌やレポート等提出物の作成も含め、臨床実習時間内に
完結させることが制度上の基本

しかしながら、
現在多くの臨床実習施設は、朝から⼣⽅あるいは夜まで
⾒学・検査・評価及び治療などの臨床現場における実習を学⽣に課し、
その⽇の実習内容の記録・まとめや関連する資料⽂献の確認などについて、
1⽇の実習終了後に⾃宅等で取り組ませ、報告書を翌朝提出させる⽅式を
採⽤している

こうした実態は現⾏のガイドラインに照らして容認されるべきものなのか。
違反⾏為ではないのか。



■病院やクリニック等臨床現場における8〜9時間にも及ぶ実習の後、
毎⽇課題を持ち帰らせ、翌朝提出させるような⽅式の臨床実習は、
「1単位を45時間の実習をもって構成すること」としている現在の
指定規則・ガイドラインに明確に違反している。
この実態を放置せず、早急に是正に向けた具体的な⾏政措置をとるべきと
考えるが、どうか。

臨床実習指導者要件の厳格化
臨床実習指導者教育の徹底
・実習時間数（形式、⽅法論、認識、ルール）
・ハラスメント

⇒ ⼼⾝の不調



理学療法⼠・作業療法⼠学校養成施設カリキュラム等改善検討会報告書



■ガイドライン
臨床実習指導者の要件は以下のとおりとし、
⾒学実習については、養成施設の教員を臨床実習指導者とすることができる。

臨床実習指導者の要件
■理学療法に関し相当の経験を有する理学療法⼠
■免許を受けた後５年以上業務に従事した者、
かつ、次のいずれかの講習会を修了した者
・厚⽣労働省が指定した臨床実習指導者講習会
・厚⽣労働省及び公益財団法⼈医療研修推進財団が実施する
理学療法⼠・作業療法⼠・⾔語聴覚⼠養成施設教員等講習会
・⼀般社団法⼈⽇本作業療法⼠協会が実施する臨床実習指導者
中級・上級研修

厚⽣労働省が指定した臨床実習指導者講習会等

臨床実習指導者講習会（中央講習会、都道府県講習会）
主催
全国リハビリテーション学校協会
⽇本理学療法⼠協会
⽇本作業療法⼠協会



臨床実習指導者講習会開催指針（医政発1005第2号、平成30年10月5日）抜粋

●開催実施担当者
次に掲げる者で構成される講習会実施担当者が、講習会の企画、運営、進⾏

等を⾏うこと。
（１）講習会主催責任者１名以上：３協会会⻑
（２）講習会企画責任者１名以上：担当業務執⾏理事
（３）講習会世話⼈

グループ討議の１グループ当たり１名以上：講師・世話⼈要件
●講習会の形式
ワークショップ（参加者主体の体験型研修）形式で実施され、
次に掲げる要件を満たすこと。
➀講習会の⽬標があらかじめ明⽰されていること。
②参加者が６名から１０名までのグループに分かれて⾏う討議及び
発表を重視した内容であること。
③グループ討議の成果及び発表の結果が記録され、
その記録が盛り込まれた講習会報告書が作成されること。
④参加者の緊張を解く⼯夫が実施され、参加者間の
コミュニケーションの確保について配慮されていること。
⑤参加者が能動的・主体的に参加するプログラムであること。



臨床実習指導者講習会（中央講習会、都道府県講習会）

臨床実習指導者の確保は学校・養成施設の責務であるが、
質の維持・均質化の観点から当分の間、⽇本理学療法⼠協会および
全国リハビリテーション学校協会が協働して所要の講習会を開催する

臨床実習指導者講習会実施計画案Ver.2.1
⽇本理学療法⼠協会 2018年11⽉17⽇

1 福岡 2019/2/16-7

2 大阪 2019/3/2-3

3 東京 2019/3/16-17

4 兵庫 2019/3/23-24

5 北海道 2019/3/30-31

6 宮城 2019/4/20-21

7 東京 2019/4/27-28

8 愛知 2019/5/5-6

9 岡山 2019/5/18-19

10 大阪 2019/6/22-23

11 東京 2019/7/13-14

中止 東京 2020/2/29-3/1

中央講習会 都道府県講習会
12 青森 2019/6/22-23

139 青森 2020/2/22-23

以降は休⽌中

修了者
10,807⼈／必要試算数（17,344⼈）

10⽉以降、都道府県講習会により
定員約1000⼈／⽉にて確認申請



厚労省からの指摘事項

臨床実習指導者の確保は学校・養成施設の責務であるが、
質の維持・均質化の観点から当分の間、⽇本理学療法⼠協会および
全国リハビリテーション学校協会が協働して所要の講習会を開催する

臨床実習指導者講習会実施計画案Ver.2.1
⽇本理学療法⼠協会 2018年11⽉17⽇

1 福岡 2019/2/16-7

2 大阪 2019/3/2-3

3 東京 2019/3/16-17

4 兵庫 2019/3/23-24

5 北海道 2019/3/30-31

6 宮城 2019/4/20-21

7 東京 2019/4/27-28

8 愛知 2019/5/5-6

9 岡山 2019/5/18-19

10 大阪 2019/6/22-23

11 東京 2019/7/13-14

中止 東京 2020/2/29-3/1

中央講習会

厚労省から演習の成果物に関する
連絡（指導）
・内容が開催指針に沿っていない
のではないか
⇒実習時間（週40〜45時間）
実習⽬標
その他

臨床実習指導者講習会（中央講習会、都道府県講習会）



厚労省からの指摘事項と対応

厚労省から演習の成果物に関する連絡と対応
■演習 臨床実習の到達⽬標と修了基準
臨床実習を構成する⾒学実習、評価実習、総合臨床実習および
訪問リハリハビリテーション、通所リハビリテーションに関わる
実習等において、学⽣が到達すべき⽬標と終了基準を設定することに
ついて議論するところが、成果物があたかも患者の⽬標を
設定するかのように⾒えた

■演習 臨床実習プログラムの⽴案
臨床実習の規定の時間（１単位を40時間以上の実習をもって構成し、
実習時間外に⾏う学修がある場合には、その時間を含め45時間以内）
で臨床実習プログラムを⽴案することについて議論するところが、
成果物では時間の設定がないものや、患者に対する理学療法プログラムを
議論したと解釈されるものがあった

対応策
１．業務執⾏理事の交代
２．演習成果をまとめる様式の変更（必須項⽬）
３．講習会終了報告書の確認（校正）、修正依頼
４．講習内容（講義資料、演習の進め⽅）の改定



プログラム



学修⽬標



講師・世話⼈要件

講師・世話⼈（都道府県講習会）要件（変更後）

●中央講習会講師、世話⼈、中央講習会受講者から選定する
2020年度までは、⼀部に都道府県講習会修了をした者
（都道府県開催の臨床実習指導者講習会を受講した者のうち、
都道府県協議会および都道府県⼠会⻑が認めた者）が講習会の補助を
することは差し⽀えないが、中央講習会を受講したものがその中⼼の
役割を担うこと（中央講習会の受講者が主たる講師を務めること）
2021年度以降は、都道府県協議会および都道府県⼠会⻑が認めた者とし、
協議会は臨床実習指導者講習会の開催指針に則った運営を達成できる
世話⼈を育成するように努めること

●開催学校・養成施設職員以外の講師・世話⼈を3割以上含めること
なお、次に該当する者は開催学校・養成施設職員とみなす。
・開催学校・養成施設において、過去3年以内に⾮常勤講師、特任教授、
客員教授等の教員として講義を担当していた者、
および現在担当している者
・開催学校・養成施設の単独実習受⼊施設（当該学校・養成施設
以外からの実習を受け⼊れていない施設）の職員

●協会は定期的に、都道府県⼠会の開催における課題等を共有する機会を
設けるとともに、講習会の内容を⾒直し、都道府県⼠協議会と共有を図ること



実務経験の確認
職種

㊞

ヶ月

時間 時間

年

ヶ月

時間 時間

年

ヶ月

時間 時間

年

ヶ月 ⇒ 年

上記の者は実務経験申告書のとおり、理学療法士として４年以上の実務に従事していたことを証明する。

勤務先名称

部門代表者・責任者
役職・氏名

　

㊞

　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

正規勤務時間に対するあなたの勤務時間の割合（※4）　※2÷※3 0
小数点第2位

四捨五入

0 ヶ月 実勤務年数 0.0実勤務期間（※5）　※1×※4

実勤務期間合計

あなたの週平均勤務時間（※2） 勤務先における正職員の週平均勤務時間（※3）

0 0.0

電話番号

入職～　退職 　　　　年　　　月～　　　　年　　　月（在職中） 勤務期間（※1）

実勤務期間（※5）　※1×※4

勤務先3　名称

住　　　所

0 ヶ月 実勤務年数 0.0

あなたの週平均勤務時間（※2） 勤務先における正職員の週平均勤務時間（※3）

正規勤務時間に対するあなたの勤務時間の割合（※4）　※2÷※3 0
小数点第2位

四捨五入

電話番号

入職～　退職 　　　　年　　　月～　　　　年　　　月（在職中） 勤務期間（※1）

住　　　所

0 ヶ月 実勤務年数 0.0

正規勤務時間に対するあなたの勤務時間の割合（※4）　※2÷※3 0
小数点第2位

四捨五入

実勤務期間（※5）　※1×※4

勤務先2　名称

入職～　退職

あなたの週平均勤務時間（※2） 勤務先における正職員の週平均勤務時間（※3）

勤務期間（※1）　　　　年　　　月～　　　　年　　　月（在職中）

勤務先１　名称

住　　　所

電話番号

理学療法士・作業療法士免許取得後（登録日以降）の実務経験申告書

理学療法士　・　作業療法士　（〇をつけてください） 記入日 年　　　月　　　日

ふりがな 生年月日

勤　務　内　訳

氏　　名 年　　　月　　　日

理学（作業）療法士名簿登録日 年　　　　　月　　　　　日 登録番号 第　　　　　　　　　号



オンライン開催の可能性

オンラインツールの活⽤を検討するにあたっての考え⽅

１．講習会全体について
対⾯集合形式、オンライン形式は各々別のものであり、各々の特性に応じて
資料や進め⽅、成果の判断など、別のものを⽤意しなければならない。

２．講義について
１）対⾯での集合講義とオンライン講義、e-ラーニングは各々別のものである。
２）形式に則した資料作成、読み原稿作成を要する
３）同⼀資料を⽤いて、ノートに記載の読み原稿で進めるとはいえ、
そもそも、対⾯集合での使⽤を想定しているので、
それをそのままオンデマンド配信等に流⽤できるものではない。

３．演習について
１）各⼈の意⾒を集約するとはいえ、従来どおりの形式とオンラインでの
演習とでは、世話⼈の役割や進め⽅が全く異なる。

２）意⾒のまとめ⽅、参加者の意⾒の出し⽅なども形式により、様相が
全く異なる。

４．オンライン（⼀部も含む）での臨床実習指導者講習会について
社会情勢として、オンラインでの開催を検討する必要性については⾃明である。
しかしながら、実際の開催については、上記１から３の点から、
オンラインでの開催に関して、相当の準備をしていく必要があると考えている。
そのため、開催指針に則ったオンライン講習会を検討するには、資料も含め、
ゼロベースでの検討が必要であると考えている。



オンライン開催の可能性
講師・世話⼈アンケート
肯定的意⾒
・移動が⼤変な地域では有⽤
・参加者（＝臨床家）にとって受講調整が⾮常に困難であるという点が解決される
・講義に関しては、対⾯であろうとオンラインであろうと
e-learningと同様な形での展開は可能

・全国統⼀の内容を届けるという点においては、オンライン配信の⽅が
安定した内容を伝えられる

・Zoomのブレークアウトルームなどを使⽤して、ディスカッションをすることは可能
・意⾒のまとめ⽅、参加者の意⾒の出し⽅なども形式により、
様相が全く異なるとは思わない

・オンラインで対⾯集合でも利⽤できる同⼀資料が完成すれば
すべての講習会に対応可能



オンライン開催の可能性
講師・世話⼈アンケート
否定的意⾒
・受講⽣の通信環境が影響する（受講者全てがオンライン研修を受講できる環境は
整っていない）

・不正⾏為などの恐れがある
・現在の内容と同等の成果物を得ることは難しい
・演習での参加者の議論が本研修会の最も重要な核となる部分と思われる
・しっかりとした準備を⾏わないと薄っぺらい議論にしかなりえない
・本講習会はワークショップ形式による開催を主とすることが厚⽣労働省より
提⽰され、グループで成果物を作成していくことに重きが置かれていたはずなので
本来の趣旨から逸脱するような講習会の運営を検討することはいかがなものか

・学習者の置かれている状況で、内容の理解に偏りが⽣じる
・成果物のとりまとめは、学習者による偏りが⽣じる可能性あり
・「⼀⼈が話し終わらないと次の意⾒発信につながらない」という点が問題で、
オンラインディスカッションでは複数名による平⾏ディスカッションが難しく、
時間的にも⻑時間化するのではないか

・演習を進めるには対⾯式でないとそのグループでの議論が有益なものにならない
・学習の場の持つ教育効果は、思考過程をも左右するためダイナミックなもの
でなければ成し得ないものであるため、オンデマンドやZOOMでの演習には
教育の場がもたらす好影響が得られないという限界があるような気がする

・多くの場合、無⾔がふえ、意⾒が出にくくなる
・この講習会はオンライン開催にはなじまない
受講者が世話⼈のファシリテートにより様々な意⾒を駆使して出し合い、
対⾯で思考過程を集約することで成果物が引き出される



オンライン開催の可能性
講師・世話⼈アンケート
その他の意⾒
・オンライン独⾃（ディスカッション内容を個別でまとめる課題など）の課題設定が
必要

・国に納得してもらう成果物を提出するための対応が必要
・オンラインでの開催については、しっかりとその⽅法を検討すべき
・回線の問題もあるが、どのようなツールを使⽤するのかがポイント
・ファシリテーター間の演習⽅法統⼀が必要不可⽋
・オンデマンド配信を⾏う場合には、内容の取り扱いについて注意が必要
・質疑応答のシステムを確実に構築し、対応することが必要
・講義と演習がセットであることから講義に引き続き実施される演習を
どのような形でオンライン展開するのか、⽅法論の構築が必要

・ファシリテーターには、これまでとは異なるスキルが求められる
受講⽣においてもツールの使い⽅について練習をして頂いた上での参加が必要

・講義と集合研修（ワークショップ形式の演習）に期間が開くようであれば意味がない
・質の担保のため、オンライン研修は都道府県ではなく協会主催での開催が望ましい

「オンラインツールを利⽤した新たな臨床実習指導者講習
会のあり⽅に関する検討会」を⽴ち上げ、次年度からオン
ラインツールを活⽤した開催ができるように⽅向性を⽰す。
第１回：2020年8⽉25⽇



検討会と⽅向性

現状

（2020年度）

オンライン開催に係る検討会

（2020年8月～）

2021年度中

（4月～？　10月～？　３つの選択肢？）

検討中

（7月末時点）

臨床実習指導者養成の期間を延長することについ

ては、現段階では、養成数が確実に不足する状況

ともいいきれないことから、今後の臨床実習指導

者の養成状況を勘案して判断をする

※新型コロナウイルス感染拡大に伴う臨床実習指導者要件の取扱いに関する要望書（医政局長あて、令和2年6月18日）

　（抜粋）

　　　　理学療法士作業療法士養成施設指導ガイドライン　８（１）の要件を満たす臨床実習指導者の確保が困難である場合には、

　　　　臨床実習指導者の要件に関する施行を少なくとも2022年3月末まで猶予を持たせるなど、弾力的な運用を可能にすること。

　　　　具体的には、理学療法士作業療法士養成施設に2020年に入学した者については、養成施設の臨床実習指導者の要件を

　　　　満たしていないが、免許を受けた後5年以上業務に従事した者を指導者とすることができるようにすること。

臨床実習指導者講習会の開催方法について

オンライン不可

新型コロナウィルス感染症に対応するための講習会の形式*による開催（対面・集合）

　＊抜粋

　　・会場の分散等で、いわゆる密を避けること

　　・会場の分散による遠隔講義は可だが、その場合、世話人を

　　　担当グループのチューターとして配置し、効果的受講の援助をすること

　　・講師と受講者の双方向のコミュニケーションを確保すること

　　・演習でも密を避けるため、座席や換気等に配慮すること

　　・発表および報告用の成果物は、パソコンを利用して作成しても良いこと

　　・異なる教室に分かれて発表を行うことは差し支えないが、

　　　参加者と世話人等との双方向のコミュニケーションを確保すること

　　・演習後の発表とそれに伴う移動でも密の状態を避けること

指定規則改定の背景と開催指針に規定さ

れる質を担保したオンライン講習会

　・講義、演習資料の検討

　・受講管理、理解度チェック

　・講義と演習の連続性

　・議論から成果物作成の過程の重視

　　（意見の羅列にならない）

　・著作権

　・使用するアプリ、プラットフォーム

　・通信環境

　・世話人のスキル

　・その他

通常どおりの形式

（集合、対面）

オンライン形式

（講義、演習ともに）

ハイブリッド形式

（講義：遠隔・オンライン、演習：集合）



・講義
e-ラーニング、オンデマンド、その他

・演習
オンラインツール、アプリの活⽤
⼀⾔も発⾔しない参加者がいないように
世話⼈の能⼒向上、更新・・・世話⼈意⾒交換会、研修会？

・時間内で完結させることができるプログラムマネジメント
コンプライアンス、指定規則、ガイドライン、⽅法論、認識

・コンプライアンス
ハラスメント、⼼⾝の不調、指定規則、ガイドライン

・他者との意⾒交換、議論

・中央講習会・・・世話⼈養成
⇒世話⼈要件の変更、学校協会？
⇒継続を求める声は多い

・共催者（都道府県開催の主たる担当）
都道府県協議会・・・多くは都道府県理学療法⼠（協）会
⇒ 学校・養成施設にシフト？

■主催者、共催者

今後の展望（おわりに）

■教育と臨床実習指導者の質の担保

■臨床実習指導者講習会の開催⽅法


